
ファイル名:0000000_1_9671347002211.doc 更新日時:2010/11/15 17:50 印刷日時:10/11/15 17:54 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第６期第２四半期) 

 

株式会社バンテック 

 



ファイル名:0000000_3_9671347002211.doc 更新日時:2008/07/04 17:29 印刷日時:10/11/15 17:54 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

○○○ 
 



ファイル名:0000000_4_9671347002211.doc 更新日時:2010/11/15 17:54 印刷日時:10/11/15 17:54 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………３ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………３ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………３ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………４ 

１ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………４ 

２ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………４ 

３ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………５ 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………５ 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………８ 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………９ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………９ 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………14 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………15 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………16 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………17 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………38 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………39 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【四半期会計期間】 第６期第２四半期(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月

30日) 

【会社名】 株式会社バンテック 

【英訳名】 VANTEC CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山 田 敏 晴 

【本店の所在の場所】 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目13番地１ 

【電話番号】 － 

【事務連絡者氏名】 － 

【最寄りの連絡場所】 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地14 キューブ川崎 

【電話番号】 044(233)9801(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員 経営企画部長 岡部 則夫 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注)  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第２四半期連結
累計期間

第６期
第２四半期連結

累計期間

第５期
第２四半期連結

会計期間

第６期 
第２四半期連結 

会計期間
第５期

会計期間

自  平成21年
      4月1日 
至  平成21年 
      9月30日

自  平成22年
      4月1日 
至  平成22年 
      9月30日

自  平成21年
      7月1日 
至  平成21年 
      9月30日

自  平成22年 
      7月1日 
至  平成22年 
      9月30日

自  平成21年
      4月1日 
至  平成22年 
      3月31日

売上高 (百万円) 51,829 66,377 27,874 35,109 113,601 

経常利益 (百万円) 998 3,072 1,287 1,826 4,522 

四半期(当期)純利益 (百万円) 758 1,542 884 977 2,488 

純資産額 (百万円) ― ― 23,327 24,241 24,222 

総資産額 (百万円) ― ― 66,169 70,389 68,456 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 96,187.83 103,041.19 100,876.46 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 3,189.64 6,631.87 3,717.09 4,233.91 10,495.94 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 3,186.54 6,625.06 3,712.00 4,229.75 10,479.37 

自己資本比率 (％) ― ― 34.6 33.7 34.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,507 1,133 ― ― 4,852 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,596 △2,129 ― ― △1,838

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △62 △73 ― ― △2,438

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 11,463 10,775 12,022 

従業員数 (名) ― ― 5,163 5,344 5,209 
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平成22年９月30日をもちまして、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでおりました重量機

工事業及び引越事業から撤退いたしました。当第2四半期連結会計期間において、当社グループが営む他

の事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、平成22年10月１日付で国内子会社８社を存続会社３社及び新設会社１社の計４社に再編・集約い

たしました。 

  

(1) 連結会社の状況 

   平成22年9月30日現在 

 
（注） 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの 

   出向者を含む就業人員であり、臨時従業員(パートタイマー)は、当第2四半期連結会計期間の平均雇用人員 

   を( )外数で記載しております。  

  

(2) 提出会社の状況 

   平成22年9月30日現在 

 
（注）１.従業員数は、就業人員であります。 

 ２.従業員数の（外書）は、臨時従業員(パートタイマー)の当第2四半期連結会計期間の平均雇用人員を記載し

ております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 5,344（1,323)

従業員数(名) 1,073(186) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績及び受注実績 

当社グループは、物流事業を主な事業分野とした企業グループであるため、生産・受注に 

つきましては、該当しないため、記載を省略しております。 
  

(2) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであ 

ります。 
  

 
(注) １. セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで 

あります。 

  

 
３.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項又は重要な変更は

ありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

国内物流事業 23,319 ─ 

国際物流事業 6,192 ─ 

海外物流事業 5,598 ─ 

合計 35,109 ─ 

相手先

前第２四半期連結会計期間
 （自 平成21年7月 1日 

   至 平成21年9月30日）

当第２四半期連結会計期間  
（自 平成22年7月 1日 

  至 平成22年9月30日）

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日産自動車株式会社 4,994 17.9 7,431 21.1 

２ 【事業等のリスク】

― 4 ―



  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

(1)業績の状況 

当第２四半期連結会計期間の当社グループを取り巻く環境は、エコカー減税・補助金や新興国での景気

拡大を背景に国内での自動車生産の回復に加え、中国をはじめとするアジア地域での物流量が回復するな

ど、緩やかな回復傾向が続いておりましたが、期間末にかけてエコカー補助金の終了、円高の進行や航空

運賃の値上げなどにより弱含んでまいりました。 

 このような状況の下、当社グループは成長路線に回帰すべく営業力の強化を図り、変革へチャレンジ

し、企業集団としての進化とさらなる拡大を目指すために「バンテック ビジネスプラン2010－2012」を

策定し、①顧客志向に基づく商品力・マーケティング力強化、②事業インフラストラクチャー整備、③人

材育成と活用、④ＣＳＲ活動の充実を重点施策として推進してまいりました。 

 この結果、当社グループの当第２四半期連結会計期間の連結業績は次のとおりとなりました。 

（単位：百万円未満切捨て） 

 
  

当第２四半期連結会計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりであります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間よりマネジメント・アプローチが導入された結果、報告セグメントを

①国内物流事業、②国際物流事業、③海外物流事業としています。この中では、前連結会計年度までの事

業の種類別セグメントにおける国際物流事業セグメントを国内と海外に分けて、それぞれを②国際物流事

業、③海外物流事業としています。また、前連結会計年度までの事業の種類別セグメントにおけるその他

のセグメントを①国内物流事業に統合しています。なお、以下の①から③における増減説明については、

比較のために前年同期を当第２四半期連結会計期間のセグメントベースに組み替えております。 

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 当第２四半期 前第２四半期 前年同四半期比

 連結会計期間 連結会計期間 増減 伸率
（％） 

売上高 35,109 27,874 7,235 26.0

営業利益 1,778 1,270 508 40.0

経常利益 1,826 1,287 539 41.9

四半期純利益 977 884 93 10.6
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①国内物流事業 

 国内物流事業につきましては、主要顧客の自動車生産台数がエコカー補助金などの効果により増加する

のと同時に、輸出船積み台数が大きく増加いたしました。その結果、当事業の売上高は、前年同期に比べ

41億5千1百万円、21.7％増収の233億1千9百万円、営業利益につきましては、前年同期に比べ4億9千5百万

円、70.6％増益の11億9千5百万円となりました。 

②国際物流事業 

 国際物流事業につきましては、日本発着の航空・海上貨物取扱量がいずれも前年実績を上回ったことか

ら、当事業の売上高は前年同期に比べ14億4千9百万円、30.6％増収の61億9千2百万円となりました。一

方、営業利益につきましては、航空会社の減便などによるスペース仕入れコストの上昇などの影響から前

年同期に比べ9千8百万円、26.3％減益の2億7千3百万円となりました。 

③海外物流事業 

 海外物流事業につきましては、中国と東南アジアを中心に航空輸出貨物の取扱量が増加し、また、中国

において自動車関連物流も増加いたしました。当事業の売上高は前年同期に比べ16億3千7百万円、41.3％

増収の55億9千8百万円、営業利益につきましては、前年同期に比べ1億1千7百万円、60.0％増益の3億1千1

百万円となりました。 

  

（２）財政状態の分析 

  当第２四半期連結会計期間末における総資産は、受取手形及び売掛金の増加等により前連結会計年度末

に比べ、19億3千3百万円増加の703億8千9百万円となりました。 

 負債合計は、買掛金及び借入金等の増加により前連結会計年度末に比べ、19億1千3百万円増加の461億4

千8百万円となりました。 

 純資産は、四半期純利益による増加があったものの、配当金の支払と自己株式の取得等による減少の結

果、前連結会計年度末に比べ、1千9百万円増加の242億4千1百万円となりました。 

 自己資本比率については、前連結会計年度末に比べ1.0ポイント低下し33.7％となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比べ12億4千6百万円減少し、107億7千5百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであり

ます。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果、増加した資金は、11億6百万円となりました（前年同期は、19億9百万円の増加）。こ

の主な要因は、税金等調整前純利益16億8千1百万円、仕入債務の増加14億8千1百万円、減価償却費3億8千

1百万円等の増加要因、売上債権の増加額16億6千9百万円、賞与引当金の減少額6億5千8百万円等の減少要

因によるものです。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果、減少した資金は、3億4千8百万円となりました（前年同期は4億2千4百万円の減少）。

この主な要因は、有形固定資産2億4千5百万円の取得、無形固定資産1億円の取得等によるものです。 
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③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果、減少した資金は、9億9千8百万円となりました（前年同期は、15億9千7百万円の減

少）。この主な要因は、短期借入金の純減10億3千7百万円、自己株式の取得による支出2億8千万円等の減

少要因によるものです。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  

（５）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

― 7 ―



第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。  
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
 (注) 提出日現在発行数には、平成22年11月１日から当四半期報告書提出日までに新株予約権の 

行使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年9月30日）

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 247,138 247,268 
東京証券取引所
市場第一部

当社は単元株制度を採
用しておりません

計 247,138 247,268 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

  

 
(注) １. 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1株であります。 

２． 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 
  

   

 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  ３. 新株予約権の行使の条件等 

    （１）新株予約権者は、次の場合を除き、権利行使時に当社または当社の完全子会社の取 

       締役、監査役若しくは使用人の地位にあること。 

      ①取締役、監査役、使用人の子会社等への転籍による退職は、当社の取締役会にお 

       いて権利の存続を認めた場合、取締役会の定める条件により権利行使することが 

       できる。        
              ②退任、定年退職の場合、退任、定年退職後１年以内は権利行使することができる。 
    （２）その他、権利行使の条件は当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社 

        と新株予約権者との間で締結している新株予約権割当契約書に定めるところによる。  

 ４. 当該新株予約権は、平成17年3月25日に株式会社バンテックとの株式交換により株式会社 

    バンテックホールディングスが権利義務を承継し、さらに、平成18年3月1日に株式会社バン 

       テックホールディングスとの株式移転により、提出会社が権利義務を承継したものです。 

株主総会決議日（平成16年6月25日）

 
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年9月30日)

新株予約権の数 713個（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

当社は単元株制度を採用しておりません。

新株予約権の目的となる株式の数 713株

新株予約権の行使時の払込金額 110,000円（注）2

新株予約権の行使期間 
自 平成19年9月18日 
至 平成26年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 110,000円 
資本組入額 55,000円

新株予約権の行使の条件 （注）3

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）3

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
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(注) １. 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1株であります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を 

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 
  

   

 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  ３. 新株予約権の行使の条件等 

    （１）新株予約権者は、次の場合を除き、権利行使時に当社または当社の完全子会社の取 

       締役、監査役若しくは使用人の地位にあること。 

      ①取締役、監査役、使用人の子会社等への転籍による退職は、当社の取締役会にお 

       いて権利の存続を認めた場合、取締役会の定める条件により権利行使することが 

       できる。        
              ②退任、定年退職の場合、退任、定年退職後１年以内は権利行使することができる。 
    （２）その他、権利行使の条件は当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社 

        と新株予約権者との間で締結している新株予約権割当契約書に定めるところによる。  

 ４. 当該新株予約権は、平成17年3月25日に株式会社バンテックとの株式交換により株式会社 

    バンテックホールディングスが権利義務を承継し、さらに、平成18年3月1日に株式会社バン 

       テックホールディングスとの株式移転により、提出会社が権利義務を承継したものです。 

  

                         株主総会決議日（平成16年12月28日） 

 
     第２四半期会計期間末現在 

        （平成22年9月30日） 

新株予約権の数 130個（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

当社は単元株制度を採用しておりません。

新株予約権の目的となる株式の数 130株

新株予約権の行使時の払込金額 34,700円（注）2 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年9月18日 
至 平成23年1月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  34,700円 
資本組入額 17,350円

新株予約権の行使の条件 （注）3

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）3

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

        該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

 
(注) 当社の自己株式(所有株式数14,837株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.0%)は、上記の表に含めてお

りません。なお、自己株式については、(7)議決権の状況 ②自己株式等をご参照下さい。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年7月 1日～ 
平成22年9月30日 150 247,138 2 3,860 2 3,860

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

エフ ビー エフ 2000,エル.ピー. 
(常任代理人 みずほキャピタル 
パートナーズ株式会社) 

C/O WALKERS SPV LIMITED P.O.BOX 908GT, 
WALKER HOUSE, MARY STREET, GEORGE TOWN, 
GRAND CAYMAN, CAYMAN ISLANDS 
(東京都千代田区丸の内2-3-2) 

62,493 25.3 

エム エイチ キャピタル 
パートナーズ ツー,エル.ピー. 
(常任代理人 みずほキャピタル 
パートナーズ株式会社） 

C/O WALKERS SPV LIMITED P.O.BOX 908GT, 
WALKER HOUSE, MARY STREET, GEORGE TOWN, 
GRAND CAYMAN, CAYMAN ISLANDS 
(東京都千代田区丸の内2-3-2) 

34,661 14.0 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山2-5-1 10,937 4.4 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 10,750 4.4 

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 5,705 2.3 

奥野 信亮 東京都渋谷区 5,210 2.1 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1-2-1 4,000 1.6 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 4,000 1.6 

ステート ストリート バンク  
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋3-11-1) 

3,763 1.5 

バンテックグループ従業員持株会 
神奈川県川崎市川崎区日進町1-14
キューブ川崎 3,667 1.5 

計 ― 145,186 58.7 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
(注） 上記のほか、当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）の四半期連結財務諸表に自己株式として認識して

いる当社株式が2,324株あります。これは、平成22年５月12日開催の取締役会において決議されました「株式給

付信託（従業員持株会処分型）」導入に基づき、みずほ信託銀行株式会社（再信託受託先 資産管理サービス

信託銀行株式会社）（以下「信託口」）が平成22年９月30日現在所有している株式です。この処理は会計処理

上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているこ

とによるものであります。 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式（自己保有株
式） ─ ─ 
 14,837 

完全議決権株式(その他) 普通株式 232,301 232,301 
株主としての権利内容に
制限のない、標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  247,138 ― ―

総株主の議決権 ― 232,301 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社バンテック 

神奈川県横浜市神奈
川区守屋町三丁目13
番地１ 

14,837 ― 14,837 6.0 

計 ― 14,837 ― 14,837 6.0 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 

4月
 

 5月
 

6月
 

7月
 

8月
 

9月

最高(円) 124,800 128,900 123,000 122,500 134,800 136,500 

最低(円) 108,000 105,600 110,000 112,000 119,300 123,500 
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年 ７

月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年 ９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】 
 （１） 【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,284 12,032

受取手形及び売掛金 22,074 19,747

有価証券 2,008 8

貯蔵品 85 90

繰延税金資産 953 931

その他 2,174 1,913

貸倒引当金 △102 △89

流動資産合計 37,478 34,634

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,238 9,532

機械装置及び運搬具（純額） 595 663

土地 13,744 13,797

建設仮勘定 4 2

その他（純額） 388 446

有形固定資産合計 ※1  23,971 ※1  24,442

無形固定資産   

のれん 2,337 2,420

その他 1,677 1,705

無形固定資産合計 4,014 4,125

投資その他の資産 ※2  4,906 ※2  5,226

固定資産合計 32,892 33,794

繰延資産 19 27

資産合計 70,389 68,456
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,326 11,035

短期借入金 9,155 8,189

1年内返済予定の長期借入金 5,540 1,823

未払法人税等 1,136 1,400

繰延税金負債 0 1

賞与引当金 1,561 1,623

役員賞与引当金 － 29

その他 3,324 3,410

流動負債合計 33,046 27,513

固定負債   

社債 2,000 2,000

長期借入金 3,778 7,254

長期預り金 857 838

長期未払金 771 829

繰延税金負債 206 197

再評価に係る繰延税金負債 1,922 1,922

退職給付引当金 2,854 2,897

役員退職慰労引当金 4 35

独禁法関連引当金 417 417

負ののれん 81 92

その他 208 234

固定負債合計 13,101 16,720

負債合計 46,148 44,234

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,860 3,857

資本剰余金 13,779 13,775

利益剰余金 9,792 8,839

自己株式 △2,263 △1,618

株主資本合計 25,168 24,854

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 34 49

為替換算調整勘定 △1,505 △1,182

評価・換算差額等合計 △1,471 △1,133

少数株主持分 544 501

純資産合計 24,241 24,222

負債純資産合計 70,389 68,456
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（２）【四半期連結損益計算書】 
   【第２四半期連結累計期間】 

(単位:百万円)

前第2四半期連結累計期間 
（平成21年 4月 1日 

   平成21年 9月30日） 

当第2四半期連結累計期間 
（平成22年 4月 1日 

   平成22年 9月30日） 

売上高 51,829 66,377

売上原価 44,310 56,514

売上総利益 7,518 9,862

販売費及び一般管理費 ※1  6,610 ※1  6,883

営業利益 908 2,979

営業外収益   

受取利息 20 12

受取配当金 17 16

為替差益 42 114

負ののれん償却額 110 11

持分法による投資利益 14 20

その他 35 43

営業外収益合計 240 218

営業外費用   

支払利息 106 94

株式交付費償却 7 5

支払手数料 6 3

その他 30 21

営業外費用合計 150 125

経常利益 998 3,072

特別利益   

固定資産売却益 19 15

投資有価証券売却益 15 1

受取和解金 ※2  220 －

その他 8 11

特別利益合計 263 27

特別損失   

固定資産売却損 1 7

固定資産除却損 34 30

投資有価証券売却損 14 －

投資有価証券評価損 － 51

減損損失 37 129

事業再編損 － 87

退職特別加算金 71 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19

その他 10 14

特別損失合計 168 340

税金等調整前四半期純利益 1,093 2,759

法人税等 ※3  345 ※3  1,152

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,607

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10 65

四半期純利益 758 1,542
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 【第２四半期連結会計期間】 

(単位:百万円)

前第2四半期連結会計期間 
（自 平成21年7月 1日 
  至 平成21年9月30日） 

当第2四半期連結会計期間 
（自 平成22年7月 1日 
  至 平成22年9月30日） 

売上高 27,874 35,109

売上原価 23,441 29,988

売上総利益 4,432 5,121

販売費及び一般管理費 ※1  3,162 ※1  3,342

営業利益 1,270 1,778

営業外収益   

受取利息 9 5

受取配当金 0 －

為替差益 16 62

負ののれん償却額 55 5

持分法による投資利益 4 12

その他 12 22

営業外収益合計 97 109

営業外費用   

支払利息 54 44

株式交付費償却 3 2

支払手数料 1 0

その他 21 14

営業外費用合計 80 61

経常利益 1,287 1,826

特別利益   

固定資産売却益 14 10

投資有価証券売却益 15 －

その他 8 6

特別利益合計 38 17

特別損失   

固定資産売却損 0 7

固定資産除却損 16 17

投資有価証券売却損 14 －

減損損失 37 129

その他 12 8

特別損失合計 79 162

税金等調整前四半期純利益 1,246 1,681

法人税等 ※2  346 ※2  679

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,002

少数株主利益 15 25

四半期純利益 884 977
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位:百万円)

前第2四半期連結累計期間 
（自 平成21年4月 1日 

   至 平成21年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間 
（自 平成22年4月 1日 

   至 平成22年9月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,093 2,759

減価償却費 738 755

のれん償却額（△は負ののれん償却額） △16 72

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56 67

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △59

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △29

退職給付引当金の増減額（△は減少） △57 △42

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 △31

受取利息及び受取配当金 △38 △28

支払利息 106 94

持分法による投資損益（△は益） △14 △20

固定資産売却損益（△は益） △17 △7

固定資産除却損 34 30

投資有価証券評価損益（△は益） － 51

投資有価証券売却損益（△は益） △1 △1

減損損失 37 129

受取和解金 △220 －

売上債権の増減額（△は増加） △947 △2,526

差入保証金の増減額（△は増加） 40 160

仕入債務の増減額（△は減少） 967 1,418

未払消費税等の増減額（△は減少） △41 165

長期未払金の増減額（△は減少） △44 △58

その他 △96 △320

小計 1,474 2,578

和解金の受取額 220 －

公正取引委員会課徴金の支払額 △417 －

利息及び配当金の受取額 39 64

利息の支払額 △110 △92

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 301 △1,416

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,507 1,133
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(単位:百万円)

前第2四半期連結累計期間 
（自 平成21年4月 1日 

   至 平成21年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間 
（自 平成22年4月 1日 

   至 平成22年9月30日） 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △1,499

有形固定資産の取得による支出 △1,302 △316

有形固定資産の除却による支出 △18 △21

有形固定資産の売却による収入 23 25

無形固定資産の取得による支出 △275 △302

子会社株式の追加取得による支出 △89 －

投資有価証券の売却による収入 71 2

貸付けによる支出 △16 △10

貸付金の回収による収入 3 13

その他 6 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,596 △2,129

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,140 974

長期借入金の返済による支出 △17 △1,806

長期借入れによる収入 1,500 2,050

リース債務の返済による支出 △30 △55

株式の発行による収入 3 5

自己株式の取得による支出 △17 △670

自己株式の売却による収入 － 25

配当金の支払額 △357 △587

少数株主への配当金の支払額 △2 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △62 △73

現金及び現金同等物に係る換算差額 289 △178

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 137 △1,248

現金及び現金同等物の期首残高 11,292 12,022

連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加高 33 1

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  11,463 ※  10,775

― 22 ―



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

     

 
  

 

当第２四半期連結累計期間 

 (自  平成22年４月１日   

  至  平成22年９月30日)

1.連結の範囲に
関する事項の
変更 

(1) 連結の範囲の変更 

 当第２四半期連結会計期間より、重要性が増したことにより、㈱バンテック九州を連結の
範囲に含めております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

28社 

2.会計処理基準
等に関する事
項の変更 

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」の適用

 第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号
平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 
 これにより、営業利益及び経常利益が４百万円減少し、税金等調整前四半期純利益が23百
万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は96百
万円であります。 

  

 

(2)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱
い」の適用 
  

 

第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20
年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応
報告第24号 平成20年3月10日）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。  
  

 (3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

 

第1四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成
20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月
26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年
12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成20年12月26日）、
「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20
年12月26日）を適用しております。 
  

 
(4)有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法の変更

 

従来、当社及び国内連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法につい
ては、平成10年4月1日以降取得の建物（建物付属設備を除く）を除き、定率法を採用してお
りましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更いたしました。 
 この変更は、平成22年4月より開始したビジネスプランに基づき、今後、海外事業の比重が
高まることが見込まれ、全社の有形固定資産に占める海外連結子会社の有形固定資産の重要
性が増すと予想されることから、これを契機に、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の
稼働状況を検討したところ、稼働状況に見合う償却方法として定額法が適切となったために
実施したものであります。海外事業の重要性が増す反面、国内事業は売上が飛躍的に増大す
る局面から安定局面に入り、国内事業に係る有形固定資産については、将来に亘って経済的
便益の安定的、平均的な費消が予想されます。このような費消パターンを反映する方法は定
額法であると考えられるため、定額法への変更を行いました。また、連結会社の会計方針の
統一を図ることも変更理由の一つであります。 
 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は56百万円減少し、営業利
益、経常利益、税金等調整前四半期純利益は56百万円増加しております。 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 

当第２四半期連結会計期間 

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 

  当第２四半期連結累計期間

（自 平成22年４月１日

    至 平成22年９月30日）

１．繰延税金資産及び 

   繰延税金負債の 

    算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等

に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる

場合に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。 

２．一般債権の貸倒見積高 

    の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

  当第２四半期連結累計期間

（自 平成22年４月１日

    至 平成22年９月30日）

 税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

当第２四半期連結累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(信託型従業員持株制度に関する会計処理) 

 当社は、平成22年４月23日開催の取締役会において、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係る

インセンティブの付与を目的として、信託を活用した従業員持株制度（以下、「本制度」といいます。）の導入

を決議し、平成22年５月12日開催の取締役会においてその詳細を決議いたしました。 

 本制度は、「バンテックグループ従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する従業員を対象

に、当社の自己株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。  

 今後５年間にわたり持株会が取得する見込みの当社の自社株式を、本制度を実施するための信託（以下、「本

信託」といいます。）の受託者である信託銀行が予め一括して取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売

却していきます。信託終了時までに、信託銀行が持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当

額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員に分配します。

また、当社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当

社株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済す

ることとなります。 

 当社株式の取得・処分については、当社が本信託の債務を保証しており、経済的実態を重視した保守的な観点

から、当社と本信託は一体であるという会計処理を行っております。従いまして、本信託が所有する当社株式や

本信託の資産及び負債並びに費用及び収益についても四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。なお、当第２四半期連結会計期間末に本信託が所有

する株式は2,324株であります。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 前連結会計年度末  
(平成22年９月30日) (平成22年３月31日)  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額  
15,209 百万円 15,288 百万円  

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引 ※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引  
当金の額 当金の額  

投資その他の資産       141百万円 投資その他の資産       91百万円  
 ３ 偶発債務   ３ 偶発債務    

当社は、航空貨物輸送業務に係る燃油サー

チャージ、セキュリティチャージ等に関し、

価格カルテルの容疑があるとして、米国司法

当局の調査を受けております。また、米国ニ

ューヨーク州連邦地裁において、世界の複数

の航空貨物利用運送業者が種々のカルテル行

為を行ったとして、集団訴訟が提起されまし

た。当社も一部のカルテル行為に参加したと

して被告の一員とされ、請求金額を特定せず

に損害の賠償等を求められております。 

 当該調査及び集団訴訟の結果によりまして

は、損失が発生し会社の財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時

点では結果を合理的に予測することは困難で

あります。 

債権流動化による手形譲渡高は444百万円で

あります。 

 
 ４ 債務保証 ４ 債務保証  

以下の連結子会社以外の相手先の金融機関

からの借入金に対して債務保証を行っており

ます。これは連結外の他４社との連帯保証で

あります。 

 京浜地区運輸事業共同組合 150百万円 

  

以下の連結子会社以外の相手先の金融機関

からの借入金に対して債務保証を行っており

ます。これは連結外の他４社との連帯保証で

あります。 

 京浜地区運輸事業共同組合  159百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日 (自 平成22年４月１日

 至 平成21年９月30日)   至 平成22年９月30日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの ※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   支払手数料 395 百万円  支払手数料 566 百万円

   役員報酬 283 〃  役員報酬 346 〃

   給与手当 3,098 〃  給与手当 3,065 〃

   法定福利費 478 〃  法定福利費 495 〃

   賞与引当金繰入額 226 〃  賞与引当金繰入額 362 〃

   退職給付費用 129 〃  退職給付費用 90 〃

   役員退職慰労引当金繰入額 7 〃 役員退職慰労引当金繰入額 8 〃

 
  のれん償却額 94 〃  のれん償却額 83 〃

  

※２  係争事件の解決に伴う和解金（弁護士費用控

除後）であります。 

※２   ────────── 

※３   当第２四半期連結累計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額及び法人税等還付額を一括し「法人

税等」として表示しております。 

※３   当第２四半期連結累計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額を一括し「法人税等」として表示し

ております。 

  

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

(自 平成21年７月１日 (自 平成22年７月１日

 至 平成21年９月30日)   至 平成22年９月30日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの ※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   支払手数料 145 百万円  支払手数料 230 百万円

   役員報酬 139 〃  役員報酬 153 〃

   給与手当 1,524 〃  給与手当 1,570 〃

   法定福利費 230 〃  法定福利費 243 〃

   賞与引当金繰入額 111 〃  賞与引当金繰入額 166 〃

   退職給付費用 50 〃  退職給付費用 45 〃

   役員退職慰労引当金繰入額 4 〃 役員退職慰労引当金繰入額 4 〃

 
  のれん償却額 47 〃  のれん償却額 41 〃

  

※２   当第２四半期連結会計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額及び法人税等還付額を一括し「法人

税等」として表示しております。 

※２   当第２四半期連結会計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額を一括し「法人税等」として表示し

ております。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

 (自 平成21年４月１日 (自 平成22年４月１日

   至 平成21年９月30日)  至 平成22年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成21年９月30日現在）           （平成22年９月30日現在）

 現金及び預金 8,973 百万円 現金及び預金 10,284 百万円

 預入期間３ヶ月超の定期預金 △18 〃 預入期間３ヶ月超の定期預金 △18 〃

 有価証券 2,507 〃
取得日から３ヶ月以内に償還期
限の到来する有価証券 

509 〃

 現金及び現金同等物 11,463 百万円 現金及び現金同等物 10,775 百万円
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(株主資本等関係) 

 当第２四半期連結会計期間末 （平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月

１日 至 平成22年９月30日）  

１ 発行済株式の種類及び総数 

       普通株式 247,138株 

  
２ 自己株式の種類及び株式数 

       普通株式  17,161株 

   （注）自己株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式数2,324株と当社所有自己株式数14,837株を加算

して記載しております。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   四半期連結財務諸表規則第90条により新株予約権の目的となる株式の種類及び数の記載を 

     省略しております。  

    なお、新株予約権の当四半期連結会計期間末残高はありません。  

  
４ 配当に関する事項 

 (１)配当金支払額 

 
  

 (２)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期 

  連結会計期間末後となるもの 

 
（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金４百万円を含めておりません。これは、従業員持株会

が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月２日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 587 2,500 平成22年3月31日 平成22年６月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年11月８日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 459 2,000 平成22年９月30日 平成22年12月９日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２ 各事業の主なサービス内容  

  (1) 国内物流事業： 自動車部品のトラック輸送、納入代行、倉庫保管及び流通加工、飲料・食品の保管、  

                     配送及びトラック輸送、自動車部品の梱包作業、トラックリース事業、完成車両の  

           港湾運送  

  (2) 国際物流事業： 航空輸送、海上輸送の輸出入業務、通関及び代理店業務並びに海外におけるトラック  

                     輸送及び倉庫保管  

  (3) その他の事業： 重量物の分解、組立、運搬及び据付作業を行う事業、引越業務、人材派遣業  

  

  

 
国内物流事業 
(百万円)

国際物流事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 18,335 8,705 833 27,874 ― 27,874 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 66 26 1,441 1,534 (1,534) ―

計 18,401 8,732 2,274 29,409 (1,534) 27,874 

営業利益 647 568 54 1,270 ― 1,270 

 
国内物流事業 
(百万円)

国際物流事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 34,116 16,099 1,614 51,829 ― 51,829 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 88 68 2,724 2,881 (2,881) ―

計 34,204 16,168 4,338 54,711 (2,881) 51,829 

営業利益 92 770 44 908 ― 908 
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域  

  (1) 米 州・・・・米国  

  (2) 欧 州・・・・英国、オランダ  

  (3) アジア・・・・中国、シンガポール、タイ、マレーシア  

  

 
日本 

(百万円)
米州

(百万円)
欧州

(百万円)
アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
連結 

(百万円)全社 
(百万円)

売 上 高    

(1) 外部顧客に 
23,911 617 873 2,472 27,874 ― 27,874 

    対する売上高 

(2) セグメント間の 
42 7 14 9 73 (73) ―

  内部売上高又は振替高 

計 23,953 625 887 2,481 27,948 (73) 27,874 

営業利益又は営業損失（△） 1,061 △5 2 189 1,248 22 1,270 

 
日本 

(百万円)
米州

(百万円)
欧州

(百万円)
アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
連結 

(百万円)全社 
(百万円)

売 上 高    

(1) 外部顧客に 
44,535 1,210 1,569 4,513 51,829 ― 51,829 

    対する売上高 

(2) セグメント間の 
68 15 30 17 132 (132) ―

  内部売上高又は振替高 

計 44,603 1,226 1,600 4,531 51,961 (132) 51,829 

営業利益又は営業損失（△） 748 △30 △34 208 891 16 908 
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【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注)  １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域  

  (1) 米  州・・・・米国、ブラジル、パナマ、メキシコ、  

  (2) 欧  州・・・・英国、オランダ、フランス、ドイツ、ハンガリー、スペイン、スイス  

  (3) アジア他・・・・中国、シンガポール、タイ、マレーシア、台湾、韓国、香港  

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  

 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 797 1,067 1,863 3,728 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 27,874 

Ⅲ 連結売上高に占める 
2.9 3.8 6.7 13.4 

  海外売上高の割合(％) 

 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,402 2,111 3,362 6,875 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 51,829 

Ⅲ 連結売上高に占める 
2.7 4.1 6.5 13.3 

  海外売上高の割合(％) 
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【セグメント情報】 

  

１ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、本社に経営企画部を置き国内外のグループ事業戦略の立案と事業活動の統括をするとともに、サービス

と地域に基づく事業部制の下で、ロジスティクス事業とフォワーディング事業を行っています。 

 国内連結子会社はそれぞれ独立した経営単位であり、関連した事業本部と密接に連携しながらロジスティクス事

業を展開しております。一方、海外の連結子会社もまたそれぞれ独立した経営単位ではありますが、海外全体では

ロジスティクス事業とフォワーディング事業を展開しております。 

 従って、当社グループの事業は国内のロジスティクス事業、国内のフォワーディング事業、海外のロジスティク

ス事業とフォワーディング事業、というサービスと地域を組み合わせた３つのセグメントから構成されており、こ

れらをそれぞれ「国内物流事業」、「国際物流事業」及び「海外物流事業」として報告セグメントにしておりま

す。 

 「国内物流事業」は日本国内でのロジスティクス事業、「国際物流事業」は日本国内から海外への輸出及び海外

から日本国内への輸入フォワーディング事業、「海外物流事業」は在外子会社からなるロジスティクス事業とフォ

ワーディング事業を展開しております。 

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
（注） １ セグメント利益の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去であります。 

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
（注） １ セグメント利益の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去であります。 

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
調整額 
（注)１

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注)２

国内 
物流事業

国際
物流事業

海外
物流事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 43,959 11,989 10,428 66,377 - 66,377 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 323 88 48 459 △459 - 

計 44,282 12,077 10,477 66,837 △459 66,377 

セグメント利益 1,901 495 584 2,981 △1 2,979 

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
調整額 
（注)１

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注)２

国内 
物流事業

国際
物流事業

海外
物流事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 23,319 6,192 5,598 35,109 - 35,109 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 123 46 23 193 △193 - 

計 23,442 6,238 5,622 35,302 △193 35,109 

セグメント利益 1,195 273 311 1,780 △1 1,778 
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(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

第２四半期連結累計期間 

 
（注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、 

以下のとおりであります。 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 

  

 1株当たり純資産額 103,041円19銭
 

1株当たり純資産額
  

100,876円46銭
 

項目
当第２四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成22年９月30日） （平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 24,241 24,222 

純資産の部の合計額から控除する金額     
（百万円） 544 501 

（うち少数株主持分） (544) (501) 

普通株式に係る四半期連結会計期間末 
（連結会計年度末）の純資産額（百万円） 23,697 23,721 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末（連結会計年度末）の 
普通株式の数（株） 

229,977 235,151 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成22年４月１日  
 至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3,189円 64銭 １株当たり四半期純利益金額 6,631円 87銭

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

3,186円 54銭
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

6,625円 06銭

項目
 前第２四半期連結累計期間
  (自 平成21年４月１日  
   至 平成21年９月30日）

 当第２四半期連結累計期間 
  (自 平成22年４月１日  
   至 平成22年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益（百万円） 758 1,542

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る四半期純利益（百万円） 758 1,542

 普通株式の期中平均株式数（株） 237,928 232,516

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

 四半期純利益調整額（百万円） ― ―

 普通株式増加数（株） 231 239

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要 

― ―
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第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

 
（注） 「１株当たりの純資産額の算定に用いられた四半期連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数」、

当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間の「普通株式の期中平均株式数」は、従業員持株会信託口

が所有する四半期連結財務諸表提出会社株式を控除しております。 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間  
(自 平成22年７月１日  
 至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3,717円 09銭 １株当たり四半期純利益金額 4,233円 91銭

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

3,712円 00銭
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

4,229円 75銭

項目 (自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

(1)１株当たり四半期純利益金額  

 四半期純利益(百万円) 884 977 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益(百万円) 884 977 

 普通株式の期中平均株式数(株) 237,883 230,905 

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

 四半期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(株) 327 227 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要 

― ―
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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剰余金の配当 

 平成22年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  （１）中間配当による配当金の総額・・・・・・459百万円 

  （２）1株当たりの金額・・・・・・・・・・・・ 2,000円 

  （３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成22年12月９日  

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。な

お、（１）には従業員持株会信託口に対する配当金を含めておりません。 

  

  

２ 【その他】
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該当事項はありません。 
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平成21年11月13日

株式会社バンテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社バンテックの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バンテック及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    安田 弘幸    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    関谷 靖夫    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年11月12日

株式会社バンテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社バンテックの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バンテック及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 

「注記事項（四半期連結貸借対照表関係） ３ 偶発債務」に記載されているとおり、会社は価格カルテル

容疑により米国司法当局から調査を受け、また、米国において価格カルテルに関する損害賠償請求等訴訟を

提起されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    安田 弘幸    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    関谷 靖夫    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 株式会社バンテック 

【英訳名】 VANTEC CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山田 敏晴 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目13番地1 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 山田 敏晴は、当社の第６期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年

９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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